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研究成果の概要（和文）：　マレーシアで30年前に発生した放射能汚染事件＝エィジアン・レアアース(ARE) 事
件について、現時点でも未除染箇所が複数存在することが分かった。同国の東海岸に建設されたライナス社レア
アース製錬工場周辺でも、環境影響が現れていることが示唆された。インドネシアのバンカ島では、陸上のスズ
資源量の減少に伴い、洋上浚渫によるスズ採掘が隆盛している。海洋生態系と漁業資源への悪影響が顕在化して
いる。米国内のナバホ先住民のウラン鉱山開発による被曝労働被害者への補償は不十分であり、土壌の除染はほ
とんど進んでいない。
　このような海外における鉱害問題を日本の市民や消費者対象に「見える化」するための工夫を試みた。

研究成果の概要（英文）： Social and environmental impacts of mining activities in abroad have been 
analysed. Four case studies have been conducted. The first one is the Asian Rare Earth (ARE) 
Incident which occurred more than 30 years ago in Malaysia. We have discovered that there are a few 
sites which are still contaminated with radioactive substances. The second case is a rare earth 
refinery of Lynas Company located in the eastern part of the Malay Peninsula. This facility seems to
 be contaminating the environment with radioactive matters. The third case is Bagka Island of 
Indonesia. Tin mining activities have been causing ecological problems there. The forth case is 
uranium mining in the Navajo Nation in the USA. Decontamination work has been progressing in 
extremely slow manners. The compensation scheme for the workers has defects and there have been 
cries for amendment. 
   I have been trying to share the information with citizens and consumers in Japan to let them know
 the seriousness of these problems.

研究分野：エコロジー経済学、公害論、良心学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
 人類は、有史以来鉱物資源を自然界から取
り出し、利便性や生活の質（QOL）の向上、
経済活動の活性化のために利用してきた。そ
の長い歴史の中で、人類は、鉱物資源をいか
に効率的に見つけ出し、採掘し、製錬するか
について研究し、不断の努力を積み重ねてき
た。 
一方で、人類は鉱物資源の開発や利用につ
いて批判的に検証し、その悪影響を防止する、
または最小限に留めるための努力について
は限定的であったと言わざるを得ない。悪影
響の実態とその原因を把握するという初歩
的なことさえ怠ってきた歴史がある。つまり、
鉱物資源利用の効率性やそれによる便益に
ついては真剣に注視するが、そこから発生す
る悪影響、経済的費用については軽視してき
たのである。 
（1）日本国内の鉱山開発に伴う鉱害の歴史
については、日本の研究者たちによる多くの
研究蓄積がある。足尾銅山鉱毒事件と田中正
造の研究（田村紀雄他編、1998、『語りつぐ
田中正造』）、イタイイタイ病被害の実態解明
（畑明郎他、2014、『イタイイタイ病とフク
シマ』）等がその好例である。 
一方で、海外で発生した（している）鉱害
について、たとえ日本が関係している問題に
ついてさえ、日本での研究は遅れていると言
わざるを得ない。被害の実態や原因の把握は
不十分であると考えられる。研究代表者は、
そのギャップを埋めるべく、これまでにいく
らかの研究を試みてきている。具体的には、
たとえば、「ウラン鉱山・製錬所による環境
影響と課題」（『化学物質と環境』No.113、
2012）を通して、米国と豪州等におけるウラ
ン開発の環境社会影響の深刻さを指摘して
きた。また、環境省総合地球環境研究費
（H.24-26、地球環境戦略研究機関委託）を
利用し、マレーシアで発生したエィジアン・
レアアース（ARE）社事件、そして、現在同
国で先鋭化しつつあるライナス社の希土類
製錬の鉱害問題について実態把握に努めて
きた(和田 喜彦、2014、「レアアース製錬に
伴うトリウム等の放射性廃棄物管理に関す
る一考察」（『経済学論叢』65、3）。 
(2)独法・石油天然ガス金属鉱物資源機構
（JOGMEC）は海外での鉱山開発を支援し
ている。JOGMECは、「HSE 方針」を堅持
しているが、HSE とは、H（労働者の健康）、
S（安全）、E（環境）である。「HSE 方針」
には、「・・機構では、・・・人身事故、健康
障害、環境汚染等の回避のため、直接業務の
みならず、出融資・債務保証先等の企業が実
施する間接事業についてもこれらの企業と
協働してリスクを低減します。」と書いてあ
る。しかし、この方針は、実質的に機能して
いるとは言い難い。一方、独法「国際協力機
構」、（株）「国際協力銀行」、独法「日本貿易
保険」については、それぞれ「環境社会配慮
ガイドライン」が策定されており、監視体制

が整備されている。当該研究では盲点となっ
ている JOGMEC に焦点を当て、ガイドライ
ンの策定を模索する。 
（3）消費者教育の推進に関する法律が 2012 
年に施行され、持続可能な社会の形成に向け
て積極的に行動する消費者を育てる教育を
国として推進することになった。そこで、研
究代表者はスマートフォンや太陽光発電パ
ネルに使用されている金属や希土類は、持続
可能なやり方で採掘・製錬されたのかについ
て消費者に知らせる「見える化」のメカニズ
ムを模索したいと考えるに至った。 
 
２．研究の目的 
当該研究では、以上の予備的研究を踏まえ、
エコロジカル・フットプリント分析等を用い
つつ、海外における鉱害の実態解明と、情報
の国内での普及に寄与したいと考える。 
（１）産業活動の最上流にあたる金属・希土
類・エネルギー資源などの鉱物資源の採掘・
選鉱・製錬・抽出・濃縮工程等が土壌・水質・
大気等へ及ぼす環境汚染（鉱害）に着目し、
土壌・水質分析、エコロジカル・フットプリ
ント分析等を用いて鉱害の社会的費用を数
量的に明らかにする。 
（２）海外における資源開発に公的資金から
出融資している独法石油天然ガス・金属鉱物
資源機構（JOGMEC）は、鉱害の防止に取
り組んではいるが、不十分であるとされる。
JOGMEC が環境・社会配慮を行うために必
要な枠組は何かを検討し、政策提言を行う。 
（３）消費者が商品の購入に際し、商品製造
の最上流の持続可能性を考慮することがで
きるように、「見える化」の仕組みを模索す
る。消費者教育・環境教育・開発教育との連
携を検討する。 
 
３．研究の方法 
１）海外の鉱山・製錬所についての文献調査、
データ収集、専門家への聞き取り調査を行う。 
２）それぞれの現場で、現地の鉱山スタッフ、
近隣住民、専門家への聞き取り調査と土壌・
水質分析等を実施する。比較対象として国内
の鉱山への現地視察を行う。 
３）事後継続的管理（PIM）コストを算定す
る。現時点で発生している環境汚染コストも
算定する。その後、これらのコストをエコロ
ジカル・フットプリントに算入する作業を行
う。 
４） JOGMEC にとって適した「環境社会配慮
ガイドライン」のあるべき姿・方向性を模索
する。 
５）最上流での環境管理コスト、環境破壊の
コストを「見える化」するために、市民・消
費者向けのサイトを開設する。また、講演会
やセミナー活動、NGO のニュースレター等を
通じて、市民・消費者に向けて情報提供を積
極的に行うとともに、情報の受け手とのコミ
ュニケーションを通じて、情報の「見える化」
と共有のあるべき姿を模索する。 



４．研究成果 
（１）マレーシア・エィジアン・レアアース
(ARE) 事件の現状 
 約 30 年前にマレーシアのイポー市付近で
発生したエィジアン・レアアース(ARE) 事件
は、放射性廃棄物の違法投棄によって引き起
こされた甚大な放射線被曝事件である。裁判
の過程で明らかになった汚染箇所は除染さ
れてはいる。しかし、現在でも、未除染の区
域が住宅街や工場・倉庫の至近距離に複数存
在していることが判明した。最も放射性物質
による汚染がひどいところでは、ガンマ線で
毎時4～5マイクロシーベルトを示していた。 
その区域で採取した土壌サンプルの分析
では環境基準を大きく上回るトリウムとウ
ランが検出された（下図参照）。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 早急な除染対策が求められるレベルであ
る。 
 
（２）マレーシア・ライナス社製錬工場の環
境汚染の可能性 
ライナス社レアアース製錬工場は 2012 年
12 月に操業を開始した。操業開始直前、1年
後、3 年後に周辺の土壌サンプルを採取し分
析した結果、環境影響が現れ始めている可能
性が確認された（下図参照）。操業開始後 3
年目の泥からは、EU の環境基準を超えるトリ
ウムが検出された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 出資者である JOGMEC は、「HSE 方針」に
基づき、汚染対策を早急に開始すべきであろ
う。しかし、マレーシア政府に一任している
とのことで、行動を起こしてはいない。
JOGMEC には、「HSE 方針」はその機能を発揮
しているとは思われない。他の政府機関が定
めている「環境社会配慮ガイドライン」の策
定が必要と考えられる。 

（３）インドネシア・バンカ島におけるスズ
鉱山開発の社会環境影響  
インドネシアのバンカ島は、品位の高いス
ズ鉱脈が存在する。そのため、18 世紀初めよ
りスズ鉱山開発が行われてきた。バンカ島の
スズ生産はインドネシア国内のスズ算出の 9
割を占める。世界のスズ生産において最もシ
ェアが大きい国は中国である（38.1％、2015
年値）。インドネシアは世界第二位でシェア
は 18.0％である。マレーシアが第三位で、
11.9％を産出している。 
 バンカ島のスズ鉱山の近年の特徴は、陸地
での資源量が減少していることから、沿岸の
洋上での浚渫による採掘が活発になってき
ていることである。具体的には 2007 年以降
陸上でのスズ鉱山の産出量が減少傾向にあ
り、一方、洋上でのスズ生産量が 2008 年以
降増加傾向にある。 
 洋上浚渫が拡大するにつれ、洋上での溺死
など労災事故が増えている。そればかりか、
生態系や漁業への影響が現れている。具体的
には島周辺での漁獲量が、2014 年に激減しし
たのである（2013 年：16,970 トン、2014 年：
1,439 トン）。このため、漁民たちの所得が大
幅に落ち込んでしまった。スズ浚渫の増加と
漁業資源の減少との間の因果関係は照明さ
れたわけではないが、その可能性が強く疑わ
れる。 
 陸上のスズ鉱山の跡地は、しばしばアブラ
ヤシ農園に生まれ変わることがある。スズ鉱
石には、放射性物質のトリウムとウラン、そ
してヒ素などの有害物質が含まれているこ
とが多い。そのため筆者はスズ鉱山跡地がア
ブラヤシ農園に変わることは果たして安全
なのか疑問を持ち続けてきた。サンプルは少
ないが、スズ鉱山跡地のアブラヤシ農園の放
射線量（ガンマ線）は通常との比較で 5倍程
度の高さを示した。土壌分析を行った結果、
スズ鉱山跡地の場合とそうでない場合の比
較で、トリウム濃度が 9倍、ウランが 10 倍、
ヒ素が 9 倍程度高い濃度を示した。ただし、
アブラヤシの実には上記の物質は検出され
なかった。 
 島内のがん患者の住んでいる場所を調査
した。その結果、がん患者のほとんど（92％）
がスズ鉱山が存在する花崗岩地帯に居住し
ていることが判明した。スズ開発とがん発生
率の高さとの間の因果関係が存在すること
が疑われる。今後この点の解明を進めていく
所存である。 
 
（４）アメリカ合衆国・ナバホ先住民族居留
地内でのウラン鉱山開発の社会環境影響 
 アメリカ合衆国でのウラン鉱山開発の歴
史は、マンハッタン計画発足とほぼ同時に始
まった。ウラン鉱山・製錬は、地域社会に経
済的にはプラスの効果をもたらし、アメリカ
の核兵器開発と核エネルギー供給に貢献し
たが、環境汚染と健康被害といった負の遺産
をアメリカ国内にばらまいた。 



アメリカ西部に位置するナバホ先住民族
居留地には、世界でも有数なウラン鉱脈が存
在している。1949 年のソ連による核実験成功
以来、この地でのウラン開発が加速し、大小
合わせて約1,300のウラン鉱山が開発された。 
ウラン開発によって広大な面積の土地が
汚染されたが、除染作業はほとんど進んでい
ない実態が見えてきた（下図はチャーチロッ
クウラン鉱山における 2009 年の除染現場）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
また、労働被曝による健康被害に対する補
償についても、勤務した期間の制約など厳し
い条件があり、極めて不十分であることが判
明した。 
 
（５）鉱害問題の「見える化」への試み 
上記（１）の ARE 事件の未除染箇所が複数
見つかったことを被害住民や州議会議員に
伝達した。被害住民たちからは、ARE 社と三
菱ケミカル、および州政府に対し、早急に除
染を実施してほしいという要請があった。そ
の要請を録画し、日本語訳を付けてフェイス
ブック上で公開した（５．主な発表論文等の
〔その他〕の⑧参照）。幸い、日本国内から
だけでなくマレーシア在住の日本人からも
アクセスをいただいている。公開後1年間で、
約 1,300 回を超えた。環境問題の「見える化」
に対し、幾分かは寄与しているものと考える。 
 以上の他、ARE 事件については、〔雑誌論文〕
の②、〔学会発表〕の⑥、⑦、〔その他〕の①、
③、⑥、⑩、⑪等でも取り上げている。 
 また、（２）のライナス社問題については、
〔雑誌論文〕②、〔学会発表〕⑤、⑦、〔その
他〕の①、⑥、⑨、⑩等で取り上げている。 
 さらに、（３）インドネシア・バンカ島に
おけるスズ鉱山開発については、〔雑誌論文〕
の①、〔学会発表〕の②、③、⑧等で取り上
げている。 
 最後に（４）ナバホ先住民族居留地内での
ウラン鉱山開発の社会環境影響については、 
〔学会発表〕①、④、⑨、〔図書〕①、②、〔そ
の他〕⑤等で取り上げている。 
  
（６）今後の研究の方向性 
ARE での除染の進展、また、ライナス社の
汚染の広がりを監視していきたい。次に、バ
ンカ島のスズ鉱山開発の健康被害、特に洋上

浚渫の問題点をより数量的に解明していき
たい。 
また、カザフスタンのウラン鉱山開発の特
徴である原位置抽出法（インシチュ・リーチ
ング法）の地下水汚染はどうかを見極めてい
きたい。 
さらには、福島第一原発過酷事故を経て、
ウラン原発に替わるトリウム原発の活用が
模索されているが、トリウム利用による環境
影響について検証を進めていきたい。 
今回、JOGMEC の「環境社会配慮ガイドライ
ン」の策定を目指し、途中まで検討を進めた
が、時間切れとなってしまった。また、消費
者教育、環境教育の枠組みについても、体系
的なものは作成できなかった。これらの点に
ついて次の機会に優先的に取り組んでいく
所存である。 
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